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　（総　則）

第１条　令和８年度吉賀町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

3,121 件

838,560 ㎥

2,297 ㎥

4,356 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 ２ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に

　　　対し不足する額61,396千円は、過年度分損益勘定留保資金61,396千円で補填するものとす

　　　る。）

第 1 款 千円

第 1 項 0 千円

第 2 項 52,683 千円

第 1 款 千円

第 1 項 10,758 千円

第 2 項 103,321 千円

議案第２１号

(1)　給水件数

(2)　年間総給水量

(3)　一日平均給水量

(4)　主要な建設改良事業

　　六日市蔵木地区基本計画業務

令 和 ８ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　出

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

208,653

100,156

108,497

収　　　　　　　　　　　入

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

207,764

190,281

17,263

220

企 業 債 償 還 金

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

支　　　　　　　　　　　出

建 設 改 良 費

52,683

資 本 的 支 出 114,079
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　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、 10,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　(1)　収益的支出第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用に係る予算額に

　　　　過不足が生じた場合における項間の流用。

　　(2)　資本的支出第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費、第２項企業債償還金に係る予算額

　　　　に過不足が生じた場合における項間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

　　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費 16,443 千円

　（他会計からの補助金）

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、119,648千円である。

令和８年３月６日提出

吉賀町水道事業管理者　岩本　一巳
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令和８年度

吉賀町水道事業会計予算

説明書
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（単位　千円：消費税込）

1 水道事業収益 208,653

1 営 業 収 益 100,156

1 給 水 収 益 99,931

2 その他営業収益 225

2 営 業 外 収 益 108,497

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

100

2 他会計補助金 66,965

3 長期前受金戻入 41,432

（単位　千円：消費税込）

1 水道事業費用 207,764

1 営 業 費 用 190,281

1 原水及び浄水費 43,446

2 配水及び給水費 15,780

3 総 係 費 33,875

4 減 価 償 却 費 96,846

5 資 産 減 耗 費 334

2 営 業 外 費 用 17,263

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

10,813

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

5,900

3 雑 支 出 550

3 予   備   費 220

1 予   備   費 220

水道料金、受益者分担金

支払利息の基準内繰入金他

国県補助金等戻入

企業債利息

消費税及び地方消費税

過年度分の過誤納還付金

預金利息

新畑地区の維持管理負担金

令 和　８ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　考

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　考

浄水池等の維持管理等の費用

配水池等の維持管理等の費用

その他の費用

固定資産　減価償却費

固定資産　除却費
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（単位　千円：消費税込）

1 資 本 的 収 入 52,683

1 企 業 債 0

1 企 業 債 0

2 他会計補助金 52,683

1 他会計補助金 52,683

（単位　千円：消費税込）

1 資 本 的 支 出 114,079

1 建 設 改 良 費 10,758

1
水 道 施 設
整 備 費

10,758

2 企業債償還金 103,321

1 企業債償還金 103,321 企業債元金償還金

六日市蔵木地区基本計画業務、送水ポンプ等更新

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 備　　考予　定　額

建設改良に要する基準内繰入金他

上水道事業債

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　定　額 備　　考
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(単位：円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 4,998,895

減価償却費 96,844,216

資産減耗費 333,427

賞与等引当金の増減額(△は減少) 13,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 619,848

長期前受金戻入額 △ 41,434,860

受取利息及び受取配当金 △ 100,000

支払利息 10,812,783

未収金の増減額(△は増加) △ 4,500,000

未払金の増減額(△は減少) △ 2,388,644

預り金の増減額（△は減少） △ 180,164

小計 65,018,501

利息及び配当金の受取額 100,000

利息の支払額 △ 10,812,783

業務活動によるキャッシュ・フロー 54,305,718

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 9,780,000

一般会計からの繰入金による収入 47,893,636

投資活動によるキャッシュ・フロー 38,113,636

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 103,320,235

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 103,320,235

　資金減少額 △ 10,900,881

　資金期首残高 320,725,814

　資金期末残高 309,824,933

令 和 ８ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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２．　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額 備　考

給与改定に伴う増額 257

昇給に伴う増額 129

会計間異動に伴う減額 △ 1,104

給与改定に伴う増額 199

昇給に伴う増額 41

会計間異動に伴う減額 △ 1,227

条件変更による増額 54

その他要因による減額 △ 92

給
 
料

手
当

△ 718

△ 1,025

257

129

△ 1,104

199

△ 1,224

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　明

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

本 年 度 468 180 533 404 1,793 1,422

前 年 度 966 583 461 2,099 1,594

比 較 △ 498 180 △ 50 △ 57 △ 306 △ 172

児 童
手 当

特 殊
勤 務
手 当

手 当
の

内 訳

区 分
扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

時 間 外
勤 務
手 当

期 末
手 当

勤 勉
手 当

１．　総　括
　　　(単位:千円)

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 2 7,602 4,800 12,402 2,748 1,293 16,443

前 年 度 2 8,320 5,703 14,023 3,078 1,415 18,516

比 較 △ 718 △ 903 △ 1,621 △ 330 △ 122 △ 2,073

※会計年度任用職員はいない。

給 与 費 明 細 表

職 員 数区 分 合 計
退職手当組合

負 担 金
法 定 福 利 費

給 与 費

- 8 -



３．　給料及び手当の状況

　（１）職員一人当たり給与

事務・技術職給料表

平均給料月額 （円） 315,550

平均給与月額 （円） 359,350

平 均 年 齢 （歳） 35歳6月

平均給料月額 （円） 344,950

平均給与月額 （円） 404,400

平 均 年 齢 （歳） 40歳6月

　（２）初任給

事務・技術職 一般会計の制度

（円）
行政職（一）
　（円）

高 校 卒 200,300 200,300

大 学 卒 232,000 232,000

高 校 卒 188,000 188,000

大 学 卒 220,000 220,000

本年度

前年度

区 分

令和８年４月１日現在

令和７年４月１日現在

区 分 区 分

　（３）級別職員数

等　級 職員数 構成比(％)

１級

２級 1 50

３級

４級 1 50

５級

６級

計 2 100

１級

２級

３級

４級 2 100

５級

６級

計 2 100

令和８年４月１日現在

令和７年４月１日現在

区　　分
事務・技術職
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　（４）昇給

　職　員　数 （Ａ）人 2

　昇給に係る職員数  （Ｂ）人 2

２号給（人）

４号給（人） 2

６号給（人）

８号給（人）

　比率　　(B)/(A) 　　　（％） 100

　職　員　数 （Ａ）人 2

　昇給に係る職員数  （Ｂ）人 2

２号給（人）

４号給（人） 2

６号給（人）

８号給（人）

　比率　　(B)/(A) 　　　（％） 100

本
年
度

前
年
度

区　　　　　　　　　　分 事務・技術職

号給数別内訳

号給数別内訳

　（５）特殊勤務手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

令和8年4月1日現在

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 企 業 職 員

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

事務・技術職
主事

主事補
主任主事 主任 主幹

統括主幹
課長補佐
調整幹

課長
主査
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　（６）期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

本年度 2.325 2.325 4.65 有

前年度 2.300 2.300 4.60 有

一般会計の制度 2.325 2.325 4.65 有

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る職員手当

区　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
 最高限度額
 （月分）

備 考

支給率等 24.586875 33.27075 47.70900 47.709

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.70900 47.709

備 考区　分

職制上の階
級、職務の
級等による
加算措置あ

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給率計

　（８）その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 差 異

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

差 異 の 内 容
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 90,846,364

(2) そ の 他 営 業 収 益 204,674 91,051,038

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 39,493,290

(2) 配 水 及 び 給 水 費 14,347,114

(3) 総 係 費 32,221,173

(4) 減 価 償 却 費 96,844,216

(5) 資 産 減 耗 費 333,427 183,239,220

   営　　　業　　　損　　　失 △ 92,188,182

3   営   業   外   収   益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 100,000

(2) 他 会 計 補 助 金 66,965,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 41,434,860 108,499,860

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 10,812,783

(2) 雑 支 出 500,000 11,312,783 97,187,077

　経      常　　　利　　　益 4,998,895

　当 年 度 純 利 益 4,998,895

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 9,659,497

  そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 14,658,392

令　和　８　年  度  吉　賀  町  水  道  事  業  予  定  損  益  計  算  書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 68,922,887
ロ 建 物 126,002,256

減 価 償 却 累 計 額 △ 91,849,179 34,153,077
ハ 構 築 物 4,312,137,208

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,620,022,491 1,692,114,717
ニ 機 械 及 び 装 置 1,412,056,372

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,205,430,236 206,626,136
ホ 工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 45,900,910

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,046,636 24,854,274
ヘ 建 設 仮 勘 定 3,960,000

有 形 固 定 資 産 合 計 2,030,631,091
固  定  資  産  合  計 2,030,631,091

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 309,824,933
(2) 未 収 金 23,100,000

貸 倒 引 当 金 △ 5,442,650 17,657,350
流  動  資  産  合  計 327,482,283
資    産    合    計 2,358,113,374

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債

(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 704,004,243
固  定  負  債  合  計 704,004,243

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 80,231,524
(2) 未 払 金 1,000,000
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 1,286,000
(4) 預 り 金 905,835
(5) 未 払 消 費 税 等 5,900,000

流  動  負  債  合  計 89,323,359

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,551,601,220
(2) 収 益 化 累 計 額 1,460,305,522
(3) 建設仮勘定長期前受金 0

繰  延  収  益  合  計 1,091,295,698
負    債    合    計 1,884,623,300

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金

(1) 資 本 金 370,858,088
資   本   金   合   計 370,858,088

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 利 益 積 立 金 12,293,305
ロ 建 設 改 良 積 立 金 75,680,289
ハ 当年度未処分利益剰余金 14,658,392

利 益 剰 余 金 合 計 102,631,986
剰   余   金   合   計 102,631,986
資    本    合    計 473,490,074
負  債  資  本  合  計 2,358,113,374

     令 和 ８ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和９年３月３１日)

△
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　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置   　      10年～20年

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

   (1)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

   (2)　賞与等引当金

    ものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は392,117,883円である。

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　　　職員の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込

      額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　２　引当金の計上方法

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

Ⅳ　その他

　１　賞与等引当金の取崩し

　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、

　　賞与等引当金1,273,000円を取り崩す予定である。

　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

   かかる方法に準じた会計処理を行っている。
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 91,775,455

(2) そ の 他 営 業 収 益 204,526 91,979,981

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 40,520,617

(2) 配 水 及 び 給 水 費 16,194,511

(3) 総 係 費 25,963,433

(4) 減 価 償 却 費 104,107,695

(5) 資 産 減 耗 費 333,996 187,120,252

   営　　　業　　　損　　　失 △ 95,140,271

3   営   業   外   収   益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,000

(2) 他 会 計 補 助 金 73,702,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 42,844,664 116,556,664

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 11,067,751

(2) 雑 支 出 689,145 11,756,896 104,799,768

　経      常　　　利　　　益 9,659,497

　当 年 度 純 利 益 9,659,497

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

  そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 9,659,497

令　和　７　年  度  吉　賀  町  水  道  事  業  予  定  損  益  計  算  書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 68,922,887
ロ 建 物 126,002,256

減 価 償 却 累 計 額 △ 88,544,880 37,457,376
ハ 構 築 物 4,266,489,758

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,554,976,128 1,711,513,630
ニ 機 械 及 び 装 置 1,407,554,480

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,181,027,318 226,527,162
ホ 工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 44,750,910

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,956,000 27,794,910
ヘ 建 設 仮 勘 定 45,812,769

有 形 固 定 資 産 合 計 2,118,028,734
固  定  資  産  合  計 2,118,028,734

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 320,725,814
(2) 未 収 金 18,600,000

貸 倒 引 当 金 △ 4,822,802 13,777,198
流  動  資  産  合  計 334,503,012
資    産    合    計 2,452,531,746

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 784,235,767
固  定  負  債  合  計 784,235,767

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 103,320,235
(2) 未 払 金 3,388,644
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 1,273,000
(4) 預 り 金 1,085,999
(5) 未 払 消 費 税 等 5,900,000

流  動  負  債  合  計 114,967,878

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,494,992,178
(2) 収 益 化 累 計 額 1,418,870,662
(3) 建設仮勘定長期前受金 8,715,406

繰  延  収  益  合  計 1,084,836,922
負    債    合    計 1,984,040,567

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金

(1) 資 本 金 370,858,088
資   本   金   合   計 370,858,088

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 利 益 積 立 金 12,293,305
ロ 建 設 改 良 積 立 金 75,680,289
ハ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 9,659,497

利 益 剰 余 金 合 計 97,633,091
剰   余   金   合   計 97,633,091
資    本    合    計 468,491,179
負  債  資  本  合  計 2,452,531,746

     令 和 ７ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和８年３月３１日)

△
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　　　　・減価償却の方法

注　記

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　 40年～60年

　　      機械及び装置   　      10年～20年

　　      工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

   (2)　賞与等引当金

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）

      基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

   (2)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、

　　賞与等引当金1,205,000円を取り崩す予定である。

    のうち一般会計が負担すると見込まれる額は443,778,001円である。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

　　かかる方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅳ　その他の注記

　　賞与等引当金の取崩し
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款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

208,653 216,437 △ 7,784

100,156 101,177 △ 1,021

1.給水収益 99,931 100,953 △ 1,022

2.その他営業収益 225 224 1

108,497 115,260 △ 6,763

1.受取利息及び配当金 100 10 90

2.他会計補助金 66,965 72,987 △ 6,022

3.長期前受金戻入 41,432 42,263 △ 831

款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

207,764 215,817 △ 8,053

190,281 198,189 △ 7,908

1.原水及び浄水費 43,446 43,686 △ 240

2.配水及び給水費 15,780 15,567 213

令和８年度　 吉賀町水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

１．水道事業収益

１．営業収益

２．営業外収益

１．水道事業費用

１．営業費用

（単位 千円：消費税込）　収　　　　入

支　　　　出 （単位 千円：消費税込） 　
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節 金　額

1.給水収益 99,649 水道料金 99,649

3.分担金 282 受益者分担金 282

5.雑収益 225 新畑地区維持管理負担金 225

1.預金利息 100 預金利息 100

1.他会計補助金 66,965 他会計補助金 66,965

1.国県補助金戻入 25,626 国県補助金戻入 25,626

2.他会計補助金戻入 14,114 他会計補助金戻入 14,114

4.受贈財産評価額戻入 48 受贈財産評価額戻入 48

6.工事負担金戻入 1,644 工事負担金戻入 1,644

節 金　額

14.燃料費 16 発電機用燃料 16

15.光熱水費 20,895 施設電気料 20,895

17.通信運搬費 1,340 専用回線使用料 1,340

電気設備保守点検委託料 867

除草作業委託料 658

水質検査手数料 9,454

再検査及び臨時検査手数料 55

22.修繕費 1,900 施設修繕料 1,900

23.工事請負費 7,046 施設工事費 7,046

28.薬品費 1,215 薬品費 1,215

15.光熱水費 1,490 施設電気料 1,490

17.通信運搬費 1,363 専用回線使用料 1,363

柿木地区維持管理業務 502

除草作業委託料 286

漏水調査業務 2,090

20.手数料 1,010 水質検査手数料 1,010

21.賃借料 43 土地賃借料 43

22.修繕費 5,795 施設修繕料 5,795

23.工事請負費 2,701 配水池清掃等 2,701

29.材料費 500 材料費 500

2,87819.委託料

（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

1,525

9,50920.手数料

19.委託料



款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

１．水道事業費用 １．営業費用 3.総係費 33,875 29,767 4,108

4.減価償却費 96,846 108,835 △ 11,989

5.資産減耗費 334 334 0

２．営業外費用 17,263 17,408 △ 145

1.支払利息及び企業債取扱諸費 10,813 11,068 △ 255

2.消費税及び地方消費税 5,900 5,900 0

3.雑支出 550 440 110

３．予備費 220 220 0

1.予備費 220 220 0

支　　　　出 （単位 千円：消費税込） 　
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節 金　額

1.給料 7,602 一般職給料 7,602

扶養手当 468

住居手当 180

時間外勤務手当 533

通勤手当 404

期末手当 1,198

勤勉手当 949

3.賞与等引当金繰入額 1,286 賞与等引当金繰入額 1,286

6.法定福利費 2,530 共済組合負担金 2,530

7.旅費 222 旅費 222

8.退職手当組合負担金 1,293 退職手当組合負担金 1,293

13.備消品費 1,379 消耗品、図書代、メーター代 1,379

14.燃料費 438 公用車用燃料費 438

16.印刷製本費 216 納付書等印刷費 216

非常用通報装置情報配信料 396

携帯電話代 200

会計支援業務委託 1,375

水道ビジョン・経営戦略財務分析等支援業務 2,156

会計システム保守 1,007

料金システム保守 2,141

水道台帳システム保守 282

メーター検針業務 2,802

腸内細菌検査手数料 18

収納、支払事務手数料 820

駐車場使用料 5

公用車リース料 214

法定点検 17

車検 71

オイル交換費用 7

23.工事請負費 2,511 メーター交換 2,511

28.薬品費 106 薬品費 106

水道協会負担金 120

建物損害保険料 240

自動車損害保険料 20

検針員保険料 22

自賠責保険料 18

自動車重量税 7

車検印紙代 2

40.貸倒引当金繰入額 620 貸倒引当金繰入額 620

減価償却　建物 3,305

減価償却　構築物 65,047

減価償却　機械等 24,403

減価償却　工具器具備品等 4,091

除却費　構築物 334

1.企業債利息 10,813 企業債利息 10,813

1.消費税及び地方消費税 5,900 消費税及び地方消費税 5,900

99.その他雑支出 550 過年度分過誤納金還付金 550

1.予備費 220 予備費 220

9

838

219

22.修繕費 95

38.公課費

2.手当

59617.通信運搬費

3,732

1.固定資産除却費 334

（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

35.負担金 120

37.保険料 300

1.有形固定資産減価償却費 96,846

19.委託料 9,763

20.手数料

21.賃借料



款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

52,683 59,047 △ 6,364

0 3,000 △ 3,000

1.企業債 0 3,000 △ 3,000

52,683 56,047 △ 3,364

1.他会計補助金 52,683 56,047 △ 3,364

款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

114,079 137,306 △ 23,227

10,758 25,235 △ 14,477

1.水道施設整備費 10,758 25,235 △ 14,477

２．企業債償還金 103,321 112,071 △ 8,750

1.企業債償還金 103,321 112,071 △ 8,750

１．資本的支出

１．建設改良費

資本的収入及び支出

１．資本的収入

１．企業債

２．他会計補助金

（単位 千円：消費税込）　収　　　　入

支　　　　出 （単位 千円：消費税込）　
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節 金　額

1.企業債 0 企業債 0

1.他会計補助金 52,683 他会計補助金 52,683

節 金　額

12.委託料 5,621 六日市蔵木地区基本計画業務 4,356

庁舎監視装置更新 1,265

25.工事請負費 5,137 伊勢原浄水場No.2送水ﾎﾟﾝﾌﾟ更新 1,980

高尻浄水場No.1送水ポンプ更新 1,705

六日市浄水場排水ポンプ更新 523

伊勢原浄水場排水ポンプ更新 929

1.企業債償還金 103,321 企業債償還金 103,321

　　　　　（単位 千円：消費税込）　

　　　　（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

説　　　明


